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　　鷲藁濃聲語　775，08183．・O・19翻18肌・剛85．・2・，334，・7・ll　86．7
　　製造業およびその他　　158，76617．0　212，82218．0　194，70714．8　204，67413．3
　　　　　　（注）昭和32年度「貿易業態統計表」P．20
　販売競争を激化せしめる第二の要因をみよう。第8表によると，輸出額にしめる「製造業およ
びその他」の比率は，昭和31年度17．0％，32年度18．0％となっている。輸入額の場合は，昭和31
年度14．8％，32年度13．3％の比重で，輸出と比較して，低い。つぎに，「製造業およびその他」
の業種が直接輸幽する商晶を，第9表によってみると，機械類が圧倒的に大である。商晶類別比
で，昭和30年度54．3％，32年度67．7％（製造業のみ，その他を除く）となっている。このように
増加の速度においても，機械類の直接輸出は，目立っている。
　産業資本が大規模化し，資本の有機的構或が高度化するにつれて，産業資本は自己の内部に商
事部門を設置し，流通費用の節約をはかると同時にi葡業利潤を手中に収める。大企業による最大
限の利潤額獲得の努力が，製造業による直接輸出の増大傾向となって現象するのである。それは
結果的には，綜合商社の活動分野をますます狭小ならしめている。
　産業資本による直接輸出は，何も機械類のような近代的大企業によって生産された商品にのみ
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　　　　　　　　第9表A　昭和50年度における商品類翰出額の業種比率（日本商社）
　　　　　　　　　　　　　已‡竃曇禦羅lllそ門、
　　　総　　　　　　　　　　　　　　　　2歩1　　、　　　641，923，976　　　　　　　　85．7　　　　　　　　　　　　　2．1　　　　　　　　　　　　12．2
　　　欝㈱およびた149・854・42889・・08・・12・69・88・45・・4
　　　緩糸箆原料および繊系匡婁き晶’　　238，490，477　　　　91．9　　　39．8　　　　2．3　　　40．5　　　　5．8　　　17．7
；∵冨お⇒3霊；1諜：：：㍉姫㌶：；
’難㌶曉，㌶：1：：1：：￥2：：：：当2：：：；：1
　　　金属および金羅婁》｛品　　l　　lO3，773，668　　　76．2　　　18．1　　　　1．7　　　12．9　1　　2．1　　　　2．8
　　　議馴および⇒31，336，51984．・・．81．・3．・　1　14．15．・・
　　　機　　　　づ102，838，76056．8ユ9．6　2．015．⑪141．254．・・S
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ミ
　　　そ　　の　　他i41・205・301　9・22　6・9　1・2　3・7｛6・・6　3・5
　　　　　　（注）左は業種比別，右は商品類別比　昭和30年度「貿易業態統計表」p．20
集9表B　昭和52年度における業種輸出の商品類取扱比率　　　　目立った現象ではない。消費部門に
　　　　　　　　　　　　商社百班製造業その他　おいて’・・　dの銅はあら流てい
一一一一
　　　　　＿亘　’％　％　乏　る．鍵的｝引堀らかにしえないが，
合　　　計1eg・°1°°・　°1e°・　919°・°　膿部駆ついてもつぎにのように
　食料，飲料及びたばこ　　6．6　　－　　　3．1　　50．o
繊鴎およ噸維銚41．359．、3　7．714．、7　報じられている・
　木材，パルプおよび紙　　4．4　　1．7　　L9　　2．7　　　「おもちゃは少し極端な例だが，
　動　植　物　産　品　　2．2　　0．1　　2．6　　0．5　　そのほかにもメーカー直貿が進んで
譲麟霊1・　°－2．　1一い・業者は多⊇雛瀦・ぽ
曇竃び金属製品、1：訴o；：抵：㍉い・三菱・一・ンなどは藤
議暢㌶および籍　4．52．・33・15．3　ジアに人を耀して売猷でい・し
　機　　　　　　械　　コ2・9　　4・　7　67・7　　5・8　　パイロット万年筆も社内に貿易部を
　そ　　の　　他　　9・5　23・8　　2・2　　5・5　　持って商社の厄介にならずに輸出を
　　　　（注）昭和32年度「貿易業態統計表」p．28　　　　　　伸ばしている」4）
　上段に引用された雑貨晶は，雑貨産業のなかで近代化の進んだ部門である。問屋制生産が残存
している金属玩具の場合も，雑貨貿易商社を排除する点では，他の雑貨部門と同様である。
　たんに，生産財部門のみならず，消費財部門においても，産業資本による直接輸出が増加しつ
Sある傾向は，充分に注意を要する。それは，中小商社のみならず，大商社に対しても取引範懸
を狭小化すべく1／9ffjする。しかも，すでにみたように，大商社は，綜合化によって，中小商社へ
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その矛盾を押しつけうるのである。
　以上わたくしは，流通過程における経済法則貰徹のあらわれとして，大商社の雑貨部門進出と
製造業による簡妾輸出とをあげたのであった。爾者は，ともに，貿易商社の商品取扱い分野を狭
小ならしめ，そのことを通じて現実に販売競争を激化し，大商社と中小商社の対立閣係をさらに
鋭くするのである。
　1）楠岡豪・妹尾明，前掲論文，前掲書穆諏，109ぺ～ジ。
　　2）楠岡豪・妹尾明，前掲論文，前掲書所収，同ページ。
　3）この事態は，つぎの意見に反映している。
　　　「大商社は雑貨の商売で食っているわけでないのでときには雑貨をナービスの材料にすることがあるよ
　　　うだ。雑貨をサービスの材料にすることがあるようだ。素貨の安値輸出は申小商社がやっているのだと
　　　よくいわれるが，むしろ大商社で雑貨をダンピングしているのではないか。1（H本経済新聞，昭和34年
　　　7月4田｝。
　4）日本経済新聞，昭和34年7月4日号。なお，金層玩具については，つぎの調査によってみよう。
　　　「戦後金属玩具の翰出機構は大きく変化した。というのは，戦前からいくつものメーカーをその傘下
　　　にもち製造問屋といわれていたもののうちの有力なものが，戦後，金属玩具の輸出が再開されて以来，
　　　みずから金属玩具などの貿易業務を始め，直接L／Cを取り扱うようになったのである。それらのものの
　　　うちには，税金対策などの見地から，貿易部門を従来どおりの業務を行っている部分から独立させて貿
　　　易専門の別会社という形をとらせているものもある。形はいずれにしても，それはみな製造問屋が輸出
　　　商（サプライヤー）を兼滋しているものといってよいが，これらの製造問屋が兼営するザプライヤーが
　　　最近の金属玩具輸出の急激な増加の波に乗じて大きな利潤をあげ，資本を蓄積した。そうして，それら
　　　の新しいサプライヤーがIR来の雑貨貿易商から金属玩具輸出の地盤を奪い取っtのである（犬阪府立商
　　　エ経済研究所『輸出中小工業の実態調査』606ペー；7）。
　　5．結　　論
　以上の分析を整理し，一つの展望をもって，結尾としよう。
　わたくしは，まず貿易商社の取引活動を商業資本の運動としてとらえ，その過程を現在的視点
から老察してきた。そして，析出きれた二つの閥題一階層分化といわゆる過当競争一を，商業に
おける資本の集中・分解，大商社による最大限利潤の獲得，そして産業資本による独自の商業資
本排除の現象形態としてとらえたのである。
　以上の分析から，少くともつぎのような展望が可能であろう。すなわち，世界市場における貿
易自由化の傾向は，さらにきびしい競争条件を貿易商祉に課すること，それによって，大商社と
中小商社の対立関係はさらに尖鋭化し，そして一方の極における資本の集中と中小商社の分解を
促進せしめるであろう。
　現実の取引活動のなかで，中小貿易業者は，誰よりも感覚的に鋭く，この対立関係の展開をみ
ずからの危機として学びとった。かれらは，団結の力によって大商社に対抗し，貿易政策に対す
る発言権の強化を志向して，全国中小貿易業連盟の設立を企てたのであった。本年5月に，関西
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地区の中小貿易業者約100人が発起人となって，大阪，神戸，京都にそれぞれ期成会（支部）を
設置することになった。大阪だけはおくれて，その期成会創立総会は，8月27日開催されたので
あった。大阪期成会の会員は，8月27日現在で，299社となっていて，すでに期成会が発足して
いる京都，神戸爾市とともに関西連絡会を設け，東京，横浜，名古屋の三都市に呼びかける予定
であると伝えられている。1）
　この企国中小貿易業連盟の結成を，貿易商社の取引活動における経済法則の貫徹に対抗する…
つの要囚としてあげておこう。もちろん，それが現実にどれほどの効果をおさめうるかは一かれ
らの分解をいかほど防止しうるかは一，中小商社の参加規模に依存している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和34年9月10日脱稿）
　ユ）日本経済新聞，昭和34年7月4日督および8月28日轡。
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